
オールインワンパッケージ 設立・指定業務申込書 

指定種別 （□､△､○ごとに申請が必要です） 事業所 （    ）市町村 指定予定日 年   月 

□△訪問介護 △１号訪問（同自治体） □△障サ（居･重･同･行） △移動（○隣接：  ） □通所介護 △１号通所(同自治体) 

□１号訪問（他自治体） □１号通所（他自治体） □居宅介護支援  □放課後デイ □児童発達支援 □訪問看護（予防含む） 

□就労移行 □就労定着 □就Ａ □就Ｂ □自立訓練（機能､生活） □共同生活援助 □生活介護  □その他（         ） 

□△一般相談（移行） □△一般相談（定着） □△特定相談（計画） □△障害児相談 

報酬の算定 

・同一カテゴリ内で１つ以上□をご依頼の場合、その他は 

△での報酬算定となります。 

・ＮＰＯ法人の場合設立報酬10万円加算となります。 

・会社設立済みの場合 -18,000円となります。（□ 適用） 

□ 50,000円×   申請 円 

△ 25,000円×   申請 円 

○ 12,000円×   申請 円 

当社 報酬計（税別） 円 

実費印紙代 (株)は2142万、(同)は857万円までの場合 □株式(20) □合同(6) □社団(11) □NPO(0) □済 

報酬印紙代合計（税別）                 円 

オプション業務 要 否 ※要否いずれかにチェックをお願いします。 

融資コンサルティング（書類作成支援）    ※別紙申込み □ □ 着手金3万円＋成功報酬3％（上限20万円） 

処遇改善加算（毎年度計画届、実績報告を含む） □ □ 毎月3,000円 

特定処遇改善加算 

（毎年度計画届、実績報告） 

（理由書必要の場合＋5000円 ） 

改善計画書 □ □ 毎月3,000円、初年度適用のみ＋38,000円（１回） 

加算Ⅰ（最上位加配体制届） □ □ 3万円 

介護・障害福祉報酬請求ソフト □ □ 

こちらは、当社の提携先へのお取次ぎとなります。 

 

「要」にチェックされた場合、各提携先に対して、 

本書に記載の個人情報を連携する旨、ご承諾ください。 

利用者自己負担額 自動振替サービス □ □ 

電話で弁護士相談サービス（月1000円）  ※別紙申込み □ □ 

事業損害賠償保険加入 □ □ 

固定電話回線開通工事 □ □ 

 

  宛）社会保険労務士法人・行政書士法人タスクマン合同法務事務所  

本書および裏面を確認の上、本件業務を申し込みます。 （□にチェックを入れてください） 

ご署名             ﾌﾘｶﾞﾅ（       ） 申込日 年    月    日 

ご住所 
〒 

 
電話  

メアド  

 

チャットワークアカウントを取得頂き、写メ送信でお申し込みください。 

ＦＡＸ（０６－７７３９－２５３９）、メール（ｉｎｆｏ２＠ｔａｓｋｍａｎ．ｃｏ．ｊｐ）でもお申込み頂けます 

 

当社使用欄 

ＦＬ ＤＺ 請求 仮払 附箋 契(   ) 住 結･未 設立担当 税務届 

 

 

        

 



契 約 約 款 
１．基本事項 

①お申込書を確認後、ご請求書を発行します。お客様のご入金により契約が成立し、本業務着手となります。 
②本業務のお申込みには、月次顧問サポート契約のご締結（期間１年）が必要です。月次顧問サポート契約期間の

途中に同契約を解約される場合、契約末日までの月次報酬の残金のお支払い義務（違約金）が発生します。 

③お客様都合で指定条件（人員・物件等）を変更する場合、当社側の追加業務の度合いに応じ、別途報酬が 

発生する場合があります。特に指定日を変更される場合、変更１回につき金５万円の追加報酬が発生します。 

④ご提出頂いた書類･情報が不正確だったこと、または遅延が理由で、希望期日での開業ができない等の損害が 

発生しても、当社は一切の責任を負うことができません。なおご提出が当社からご案内する最終期限を過ぎた場

合、お客様の承諾なしに業務を中断します。業務再開のための条件は、お客様が遅延状態を解消され、指定予定

月を当社との合意により再設定し、前③変更１回分５万円の追加報酬をお支払頂くこととします。 

⑤指定月と同日に各種の加算適用を希望される場合、所定の期日までにお申し出ください。訪問看護事業における、

介護保険以外の手続き（厚生局、生活保護、難病、労災など）も同様です。お申し出が期日を経過した場合、 

開業月での適用ができず、事後の変更届（有料）が必要となります。 

⑥本業務には申込書記載金額とは別に消費税、交通費等実費のご請求が生じます。 

業種によっては、行政庁への登録手数料（介護事業の場合１件当たり３～４万円）の納付が必要です。  

⑦手続き期限が迫っている場合や、当社の業務が一時に集中している場合、申込書記載報酬とは別に、 

緊急対応費をご請求させて頂く場合があります。 

 

２．契約解除 

①お客様または当社が以下に該当した場合、書面通知により即日本契約を解除する事ができます。この場合、以下

の事項に該当した当事者から契約の解除を理由として損害賠償を請求できません。 

ア）本契約事項、金銭の支払い期限、その他約束事項に違反し、書面通知後 10日以内に改善がなかった場合 

イ）支払停止、支払不能に陥った場合、または営業を廃止した場合 

ウ）差押、仮差押、仮処分、競売申立、公租公課滞納処分その他公権力の処分を受けた場合 

エ）破産、民事再生、会社更生、会社整理、特別清算の申立を受け、またはなした場合 

オ）相手方からの不適切な言動により、担当者に心身不調を招く恐れがあると、各当事者が判断した場合 

カ）違法行為を自ら行い、または相手方に違法行為の実施、助言を求める場合 

キ）書面、証拠に基づかず、相手方の非違行為を糾弾し、それが止まない場合 

ク）法令順守（コンプライアンス）に関する逸脱、反社会的勢力との関係性が認められる場合 

②月次顧問サポート契約開始前に、前項により本契約を即日解除する場合、またはお客様の都合で本業務が途中解

除となる場合、契約解除までに実施した業務について当社の正規報酬料金で算定した報酬額を違約金としてお支払

い頂きます。 

 

３．オールインワンパッケージ設立・指定業務に含まれないもの 

①お客様事業所等への訪問（打ち合わせ、写真撮影、測量図面の作成など） 

②各種加算適用についての経営上のコンサルティング提案 

③介護保険、医療保険、障害福祉サービス給付費等の毎月の報酬請求業務 

④利用者と取り交わす契約書、重要事項説明書の作成 

⑤建築指導課､都市計画課､消防署との相談協議が求められる場合の相談協議 

⑥採光、換気計算が求められる場合の計算 

⑦自治体の設計条例への適応が求められる場合の設計に関する助言 

その他、業務に含まれない事項については、「月次顧問サポート契約<ご案内>」に記載の 

「会社設立オールインワンパッケージに含まれない業務」にてご確認ください。 

 

４．当社側の体制について 

①当社の営業時間は休業日を除く平日の９時から１８時です。原則として営業時間外対応はできません。 

②ご対応には迅速を心掛けますが、諸事情によって翌営業日以降のご対応となる場合があります。 


